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研究の背景

　1992年にリオデジャネイロで開催された「環境
と開発に関する国連会議」では，国際社会におけ
る持続可能性の確保や，環境保護対策を講じる
ための指針が提案された１）．この指針は，スポー
ツ界を例外とするものではなかった．そのため，
国際的な影響力が最も強いスポーツ組織のひと
つである国際オリンピック委員会（International 
Olympic Committee；以下，「IOC」）は，最大限
の環境保護対策に関する社会的責任を負うことと
なった．この責任は，オリンピック大会をはじめ，
IOCが関与する各種の国際的なイベントにも求め
られた２）．
　IOCは各種の競技を統括する国際競技団体
（International Federation；以下，「IF」）と国内
オリンピック委員会（National Olympic Commit-
tee；以下，「NOC」）を加盟組織としている．し
たがって，日本国内においても，この変化の影響
がみられる．日本オリンピック委員会（Japanese 
Olympic Committee；以下「JOC」）が「スポー
ツと環境委員会」を設置したのは2001年であった．
同委員会は，現在「スポーツ環境専門部会」とし
て，環境保護や環境教育に関する啓発活動を継続
している．
　約30年を経た今日，「環境保護」は「持続可能
性」の概念における基本要素の一つと考えられて
いる．国連が“Sustainable Development Goals”
（持続可能な開発目標；以下「SDGs」）もまた，
この文脈を踏襲している．SDGsとは，2030年ま
でに持続可能な世界を実現するための17のゴー
ル・169のターゲットから構成された国際社会全
体の目標である３）．この目標と環境保護との関
わりは，国際的NGOであり，世界最大規模の自
然環境保護団体である世界自然保護基金（World 

Wildlife Foundation；以下「WWF」）の考え方
に顕著に示されている．WWFは，地球環境の保
全と利用とのバランスを図ることの重要性を改め
て指摘すると同時に，「世界のあらゆる人々が問
題の解決に参加し，地球の未来に貢献することを
求めている」４）との理解を提示する．周知のとお
り，SDGsでは「地球上の誰一人として取り残さ
ない」という表現を標語としている．この表現は，
多くの場合，国際社会における貧困層を初めとす
る社会的弱者を取り残さないことを意味すると理
解されている．一方，WWFではこの理解に加え，
SDGsの推進者，主体もまた，世界のあらゆる人々
であることを強調している．持続可能性の概念の
前提・基礎として，環境保護のためのシステムが
必要とされていることについては，国内でも認識
されている５）．なお，SDGsに関わる国内スポー
ツ界の直近の動向には，スポーツ庁によるものが
ある．同庁は，この達成にスポーツの力を活用す
る「スポーツSDGs」の推進をめざしている６）．
　「わが国におけるスポーツの統一組織」を自
負する日本スポーツ協会（JSPO）（以下，「当協
会」）は，創立100周年を機に当協会の「ミッショ
ン」を示す『スポーツ宣言日本』７）を発表している．
この宣言では「環境保護」に関して以下のように
示されている．

　スポーツは，身体活動の喜びに根ざし，個々
人の身体的諸能力を自在に活用する楽しみを広
げ深める．この素朴な身体的経験は，人間に内
在する共感の能力を育み，環境や他者を理解し，
響き合う豊かな可能性を有している．
　二十一世紀のスポーツは，高度に情報化する
現代社会において，このような身体的諸能力の
洗練を通じて，自然と文明の融和を導き，環境
と共生の時代を生きるライフスタイルの創造に
寄与する．

は じ め に
來田　享子１）

１）中京大学



─ 4 ─

動を含む行動の制限を余儀なくされた．人間が自
然界の一部であることを痛感する事態である．こ
の未曾有の事態の中で，2020年に東京での開催が
予定されていたオリンピック・パラリンピック競
技大会は，１年延期されることとなった．一方で，
環境保護による持続可能性の追求というスポーツ
界が果たすべき使命に対しては，同大会の組織委
員会だけでなく，世界が取り組みを継続している．
環境問題は，イベントとしてのスポーツ活動以上
に，日常的な行動に落とし込まれるべき課題であ
るという認識は，世界のスポーツ界に共有されて
いるといえるだろう．

研究目的・計画・方法

　以上の背景を踏まえ，本研究では，「JSPOスポー
ツ環境委員会（仮）」の設置や，スポーツを通じ
たSDGsの推進に寄与するスポーツのあり方を検
討する．特に研究初期の段階では，当協会がこの
問題に関する具体策を提示するに至っていないこ
とを踏まえ，国内外の先行事例を含む現状把握を
中心に実施し，環境保護の視点からスポーツの持
続可能性の推進に資する基礎資料を作成するとと
もに，啓発のための研修会「JSPOスポーツと環
境フォーラム」を開催する．また，得られた成果
にもとづき，スポーツ関係者を対象とした「スポー
ツと環境」に関する啓発教材の開発をめざす．

○第１年次（2019年度）
１）文献調査
・オリンピック等国際大会における環境問題・
環境保護に関するレビュー

２）ヒアリング調査
・積極的な環境保護活動を実施している団体
３）実地調査（環境保護対策・環境教育等）
・2020ローザンヌ冬季ユース・オリンピック
４）研究報告書の作成（図１）
 
　報告書全文はこちら（https://www.japan-sports. 
or.jp/medicine/tabid1307.html#03）

　さらに当協会は，2018年４月に実施された組織
名称変更（旧名称：日本体育協会）に伴い，定款
の法人目的に「多様な人々が共生する平和と友好
に満ちた持続可能で豊かな社会の創造に寄与す
る」と掲げた８）．この法人目的に沿って，2018年
度以降の５カ年計画を示した『日本スポーツ協会
スポーツ推進方策2018』９）においては，１）スポー
ツにおける「環境」に関する研究を推進しスポー
ツの持続可能性の推進に資する研究を開始するこ
と，２）スポーツを通じて環境問題に対する具体
的な取組を行うため，環境保護・環境教育につい
て取り扱う部署や委員会を設置すること，が明示
された．
　以上のようなスポーツ界と持続可能性・環境保
護をめぐる近年の国内外の情勢の変化，当協会が
掲げた目標を踏まえれば，当協会が国内スポーツ
の統一組織としてとるべき具体的方策を提示する
ことは喫緊の課題である．５年計画に示されたと
おり，2022年度までに研究プロジェクトや専門部
署・委員会等を設置し，環境問題に対し，より積
極的な取り組み体制を整備する必要がある．
　また，これらの整備，教育・啓発活動の推進は，
「自然と文明の融和を導き，環境と共生の時代を
生きるライフスタイルの創造に寄与する」とした
当協会における「ミッション」達成のための一翼
を担うものであると考えられる．ひいては，スポー
ツ関係者を中心に「人間に内在する共感の能力を
育み，環境や他者を理解」する能力が培われてい
くことに寄与するであろう．
　本研究プロジェクトは，上述のような国内外お
よび当協会の動向を踏まえ，当協会スポーツ医・
科学委員会において推進が承認されたものであ
る．当協会役職員や公認スポーツ指導者をはじめ，
関係者の「誰一人取り残さず」環境保護や持続可
能性の推進主体となるためには，国内外の先行事
例の調査を踏まえた知識の提供と行動の喚起が不
可欠である．それは，スポーツに関わるあらゆる
人々の，個人の生活態度や習慣の見直しの契機に
なる10）と考えられる．
　３年計画の本研究の遂行中，2019年12月頃から
新型コロナウィルスによる感染症が世界に広が
り，多くの命が失われるとともに，人々は身体活
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SDGsやその前段となったMDGsとの関わりから
の検討は，国内ではほとんどみられない．本研究
により，特にスポーツと環境保護に関し，未整理
な状況にある近年の国内外の動向を整理し，基礎
資料を得ることができる．この基礎資料は，当協
会の推進方策2018に掲げられた「スポーツ文化の
豊かな享受に資するエビデンスの備蓄・活用」の
ひとつに位置づけ得るものである．さらに，上記
の基礎資料を基に，各種講習会や教育機関等で使
用可能な多様な形態の啓発資料を作成することに
より，スポーツ界全体の啓発活動に資することが
できる．
　本研究は，「JSPOスポーツ環境委員会」（仮称）
等，当協会が目標とする専門部署・委員会の設置
において，学術的根拠を提供するものであり，国
内のスポーツ統一組織としての当協会の責務を果
たすことに貢献すると考えられる．

研究成果の公開方法

　本研究プロジェクトの成果は，スポーツ医・科
学研究報告（本報告書）を発行するとともに，啓
発資料を当協会ホームページ等において公開す
る．また，必要に応じて，学会大会等における発
表および論文投稿を行う．
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